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はじめに

とれまで中国では，個人的所有は，歯ブラシ，靴，下着といった，個人に愛

着のある日用品，あるいは他人がかわって使用しにくいような生活手段（消費

財）にのみ認められてきた。と乙ろが， 78・79年以降の経済体制改革の深化と

ともに，勤労大衆の株式保有，金融機関への個人貯蓄そしてその投資など，生

産手段の個人的所有といった新たな事態が顕在化し，従来のく生産手段の公有

制〉ならびにく消費財の個人的所有制）1＞にさまざまな角度から疑問が投げか

けられることになっている。 乙うしたなかで，今日最も論議を呼んでいるの

は，株式制度ならびに財産権一般の確立が他ならぬ社会主義明経典作家”のの

説いた個人的所有制であるという主張である。その背景には，改革が一定の成
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果を収めつつも，ことにきていよいよその限界，特に国民経済の要である公有

制企業の業績の伸び悩みが露呈し，株式制度という能率を重視した経営管理制

度が，国民経済の成長に不可欠になってきたという現実的事情がある。そうし

た主張は新興の経営テクノクラートに，実践的，且つ公有制の枠内めに留まっ

た改革を目指すものとして大いに評価されているが，果たしてそれが閉経典作

家”が説いていたととろの個人的所有制であるかは，とれまた疑問である。

さて，本稿での主たる目的であるが，それは一方で，経済体制改革が個人的

所有制にかかわる論議を生んだ点を重視し，他方で閉経典作家”の諸著作から

の引用を交えながら，中国における社会主義的公有制と個人的所有制との関係

を初歩的に検討する乙とである。公有制，個人的所有制と聞けば，恐らく，一

部のあるいは多くの読者には，また百数十年来の空理空論が，あるいは疎外だ

の獲得だの込み入った抽象的論議がはじまったと受けとめられるだろう。しか

し筆者には， 現実に中国の党官僚が， 閉経典作家”の唱えた社会主義を堅持し

ながら経済体制改革を行なうと標梼している以上，それは少しも空虚で；も，抽

象的でもなく， 11億人もの勤労者およびその家族の行く末にかかわった，いた

って現実的な問題のように思える。

I 公有制と経済体制改革

1. 旧経済体制

1949年10月の新中国成立とともに政権政党となった中国共産党は，「プロレ

タリアートはその政治的支配を利用して，ブルジョアジーからつぎつぎにいっ

さいの資本を奪いとり，いっさいの生産用具を国家の手に，すなわち支配階級

として組織されたプロレタリアートの手に集中し，生産諸力の量をできるだけ

急速に増大させるであろう」（『共産党宣言』）4）という m経典作家”の信念に従

って， 58年頃より「ーに大規模，こに公有化」（ ..一大二公”〉というスローガ

ンを掲げ，農村を中心に明大躍進”・人民公社化運動を繰り広げ， 66年頃から

は大都市をも巻き込んだ全国的なプロレタリア文化大革命を煽った。乙の間，

勤労大衆には昭社会主義優越性”なるものが鼓吹された。その主旨は，生産手
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段が人民のもとに帰属したならば， i ）国は当然，全社会的な利益実現体に

生まれかわり，農業，工業はもちろんのとと，あらゆる産業で釣り合いがとら

れ， 国民経済は計画的に発展するようになり， ii）労働に応じた分配という

社会的公平原則が果たされ，人民はいよいよ主人公としての責任感を自覚し，

自己労働を社会的労働として感じるようになり， iii）社会的資源は合理的に

配置され，価値法則という自動調整に基づいた損失，浪費という禍から免れる

ことで，社会主義下の労働生産性は資本主義下のそれよりも格段に優れるべ

といったものであった。

とうして60年代の中頃までに，民族資本主義経済，個体経済6）など非公有制

経済はほぼ完全に消滅させられ，全民所有制と集団所有制とからなる公有制経

済が出現した。その全民所有制は全国人民レベル，集団所有制は地域人民レベ

ノレでの所有制という定義上の違いがあるが，実のととろ地域を管轄・運営する

地方政府の上部に国（中央政府）の権力が存在し，両者はともに一元的且つ集

権的な公有制（固有制）であり，質的相違を認めることはできなかった。

しかし， そうしたく生産手段の公有制→生産力の増大〉という公式ないし

昭社会主義優越性”なるものは， 次の引用に見られる通り， 現実のなかで立証

されることはなかった。

「わが国の生産総額の伸びは低くはないが， その経済効果という点では非常

に劣っており，むしろ下降傾向にあったと言える。資金100元あたりの実現税

・利は1957年で34.7元， 79年で24.8元と29%低下し， 100元産出するために必

要な流動資金は逆に19.4元から31元へと50%増加している。」7)

「世界全体に占めるわが国国民総生産の割合は， 1955年4.7%であったもの

が， 1982年には2.5%に低下している。それを日本と比較すると， 1960年でほ

ぼトントンであったものが， 1985年には 1/5にまで低下している。 1983年度の

一人当たり国民所得で比較すると，わが国は352ドノレでアメリカの 1/40, 日本

の1/30である。……1952～81年の30年間では，わが国の全要素生産性は上昇し

ていないばかりか逆に年平均で0.3%逓減しており，先進国どとろか発展途上

国の平均値にさえも遠く及んでいない。」8)
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2. 経済体制改革

78年12月，中国共産党3中全会で工業，農業，国防，科学技術の「四つの現

代化Jが再確認され，いよいよ経済体制改革が実施されるとととなった。当時

最大の課題は当然，最も深刻な問題，すなわち 8億人にも及んだ農村居住者の

日々の衣食を確保するという明温飽問題”の解決であった。そのために国は時

を移さず， それまで政治と経済を結合させた， 集団所有制の人民公社を解体

し，その土地，生産手段を個々の農家単位に分割し，各農家に農産物の供出契

約を結ばせたく m包産到戸”）。乙れが請負制の始まりである。この制度では，

契約分以上の収穫は各農家に帰属することになり，その余剰分はプレミアム価

格，協議価格といった優遇価格で国に買い上げられた。当然，農民の生産意欲

は一挙に高まり， 84年には，米，小麦，とうもろとし，大豆，芋類からなる m糧

食”と綿花の生産高は，それぞれ中国史上初の4億トン， 600万トンの大台を突

破した。この数値は， 改革前のそれぞれの最高値， 2.8億トン強（76年）， 250 

万トン強（73年） と比較すれば， いかに驚異的なものであったかがわかる。

85年には，植物性油脂原料 (1,600万トン弱），粗糖（6,000万トン強），果物

(1,200万トン弱），食肉 (1,700万トン強），水産物（700万トン強〉，茶（43万

トン強），葉タバコ（200万トン強〉， 繭糸（33万トン強）などの喫農副産品”

が史上最高の数値を記録した。

こうした農業改革の成果が引き金となって，本格的な商品経済が到来するこ

とになる。すなわち，生産奨励のための食販制度では，販売価格が買い上げ価

格以下という逆ザヤ政策が基本にあり，豊作であればあるほど巨額な財政赤字

が記録されることになり，ついに国は85年に「統一買付け・統一販売制」（明統

購統鎖制”） という 30年間続けてきた流通独占政策を放棄せざるをえなくな

り，量的，現物請負は貨幣的，経営請負（明包干到戸”）に切りかえられるこ

とになったのである。つまり，流通面での変革が，生産物経済から価格を軸と

した商品経済（市場経済）への移行を可能ならしめたのであり，またそのこと

は端的に，従来の計画経済が物不足，生産不足によった統制経済に過ぎなかっ

たことを露にしている。

そして，農村での改革は，基本的に明温飽問題”を解決した以上に社会的生
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産力を高め，商品経済を浸透させ，数多くの明万元戸”とよばれる富農を生み

出した。かれらの一部は，生産手段の公有制を原則とした旧経済体制に反発

し，農村の過剰人口と豊富な貨幣貯蓄という条件を利用して，いよいよ生産手

段を購入し，労働者を雇い入れ，私的所有制経済（明私営経済”）を営みはじ

めているω。

さらに，農村改革は都市での個体経済や m私営経済”の出現を促したばかり

か， 84年末頃からの公有制企業への請負制（明承包経営責任制”），続いてリ

ース制（ ＂租賃経営責任制”）の導入，そして 87年からの国営企業の株式会社

化というような事態をも引き起とした。

今や公有制は，経済体制改革のなかで，次の 3面から変容していると言え

る。すなわち，①請負制， リース制，株式制など各種経営制度の実施による公

有制内部での構造的変化，②個体経済， m私営経済”など非公有制経済の出現

による公有制経済の相対的な地位低下，③各種所有制の融合による変容であ

る。とのうち現実とくに問題となっているのは，①の公有制内部での構造的変

化である。というのは， 個体経済， m私営経済”など非公有制経済の伸びは著

しいものの，現在のところ国民経済全体に占めるその割合がまだ極めて小さい

からであるω。

続いて，その公有制企業内部とくに国営企業内部での構造的変化を簡単に振

り返っておこう11）。

国営企業改革の方針は，農業改革と同様明政経分離”であった。それは〔政

治一国（政府〉一党官僚一所有（権）〕と〔経済－企業－経営者一経営（権〉〕

との分離，すなわち所有（権〉と経営（権〉の分離（軒両権分離”）を意味す

るものである。

その分離の第1段階は，大体， 78・ 79年から豊作年の84・85年までの期聞に

相当し，企業自主権拡大期と性格づけられる。従来， 国営企業での生産，販

売，資金運用，経営者層の任免などの諸権限は，国の一元的く所有→支配（経

営）〉領域とされてきたが，この期に， そうした権限が部分的ながらも企業に

喫下放”され，経済責任制が実施された。また，全利潤上納制を納税制に改め

るという税制改革（明利改税”〉も実施された。こうして，企業内での留保利
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潤（剰余積立金）が生じることとなった。しかし企業の自主権拡大の動きは，

経営者の地位が不安定で，留保利潤の帰属が不明瞭であったため，大幅な賃上

げ，放漫経営など，企業の活性化につながらない現象があとを絶たず結局失敗

に終わった。

第2段階は， 84・85年から今日まで最も一般的に普及している，請負制，リ

ース制という経営制度の実施である。両制度ともに国が期限を設け，国営企業

を丸ごと請負あるにはリースに出す制度であるが，そのうちリース制は， リー

ス料という民事的な有償契約が持ち込まれているため，！所有と経営の分離の徹

底が期待されるととになった。ただそれらは，公有制経済の国民経済に占める

割合が大きいゆえに， く国有→国営〉という図式が完全に払拭できておらず，

絶えず党官僚の関与を受けている。また契約期限が存在する乙とで，満期日を

日がけての略奪的生産があとを絶たず，加えて国有ゆえ留保利潤の帰属が不明

瞭で，固定資産投資がなおざりにされ，第1段階同様，企業の十分な活性化，

拡大には結びついていないのが実情である。

第3段階は， 87年以降の国営企業の株式会社化である。それはいわゆる資本

集中機構としでではなく， 「国有資産の所有権が株主の権利に転化されること

で，企業の経営権が確立し，国有資産の収益ならびに国有制が保証され，国有

企業が商品生産者としての財産的品性を獲得し，……くとれまでのような〉国

有資産の静態的実物管理から脱却できる」12）というような，合理的な財産経営

組織形態の確立のために試行されたものである。具体的には，それは，第2段

階の請負制，リース制での略奪的生産，留保利潤の帰属といった問題を解決す

るため，国一一全民資産，企業一一剰余積立金，個人ー一一個人資産を株式換算

し出資することである。

こうして，財産権を多元的，一般的，法的に確立しようという主張一一「企

業改革を推進する決定的方針は財産権の改革であり，請負制を社会主義的株式

制度にまで推し進めることであるj13）といった主張がますます声高となってき

ている。

3. ニつの公有制観
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公有制企業での改革が深化すればするほど，かつての「収奪者への収奪Jと

いった公有制が，いかに資産増殖面を無視し，商品経済，価値法則，資源の合

理的配置を否定したものだったのか，またいかに平均主義的分配を強要し，企

業経営者層の成長を阻み，党官僚の特権を許してきたものだったかを白日のも

とにさらすことになっている。

こうして今日では， i日経済体制は，明大鍋飯， 鉄飯碗，供給制， 集権制”で

あったと広く一般に反省されている。明大鍋飯”とは，企業が国の，労働者が企

の m大鍋飯”を食らうととであり， それは競争原理の喪失をあらわし， m鉄飯

碗”とは，親方日の丸的な硬直した終身雇用制度であり，それは就業規律の低

下につながり， m供給制”とは， m統収統支”（統一的収支），閉包下来”（丸抱

え〉といった完全な配給制であり，それは交換面の軽視，商品経済の否定を意

味し， R集権制”とは，生産現場から遠く離れた行政機関による経営コントロ

ールであり，それは経済外的強制を示している。

では，そうした旧経済体制の病根は一体何であったのであろうか。徐青民と

張文賢の両氏は次のような対照的な見解を述べている。

①徐の見解；『病根は公有制がっくりだす財産権の「不在」にある。すなわち，

生産手段が全社会の人に帰属すると言いながら，いかなる職場，個人にも帰属

しておらず，各々の社会成員が名義上すべて生産手段を獲得すると言いなが

ら，実際には誰も生産手段を獲得してはいない。これによって一連の厄介な問

題が出てきた。……とりわけ問題なのは，各レベソレでの党官僚が事実上の生産

手段の主人となり，公共の財産がごく限られた人聞に無償で使用，獲得される

という事態を招いたととであった。加えて，社会主義国の民主，法制の整備は

不十分で，各レベノレの党官僚に対する規制が甘く，問題をより複雑にした D』14)

②張の見解；『財産権の不在は公有制がっくりだしたものではない。……公

有制はそれ自体，理論的にも，実践的にも，その財産権は「不在」ではなく，

財産関係は非常！とはっきりしている。……たとえば鉄道，鉱山，土地，銀行は

全民所有であるが， それらはいかなる職場，個人にも帰属するものではない

し，このことでその財産権が「不在」だということにはならない。そうした財

産権の「不在」は公有制に異変が生じたためである。……公有制は実践のなか
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でいささか問題を生じさせはしたが，……それは主として公有制に異変が生じ

た結果で，公有制それ自体の問題ではない。公有制は合理性を有したものでは

あるが，もとから優越性を備えたものではない。……それ相応の健全な管理制

度に注意を払わねば，公有制は異変を来し，財産権の「不在」という状況を生

む。』15)

以上のように，徐は財産権の「不在」に，張は経済責任制，独立採算制など

管理制度の「欠落」に公有制の病根を見たわけである。そして両者にそうした

見解のズレを生じさせたのは，他ならぬ全く逆の公有制観であった。すなわち，

徐は公有制を個々人の所有を肯定した上での結合によるものと考え，張はそれ

を個々人の所有を否定した上での集合によるものと考えている。通俗的表現を

用いて言えば，前者は「とれは私のもので，あなたのものでもありますね f

だったらみんなのものですね f」， 後者は「乙れは私のものでも， あなたのも

のでもありませんね f だったら公のものですね f」という乙とになろう。

確かに，両者の観点は対照的ではあるが，社会主義的公有制の枠内で（混乱

の多い革命ではなく改革のなかで〉，く公有制→生産諸力の増大〉という公式を

実践しなければならないという認識，そしてそのためには，勤労者の m動力，

圧力，権力”といった問題の解決，さしあたりは勤労者の賃金，ボーナス，福

利面での向上で聞に合うが，将来的には生産諸力増大のために決定的な何らか

の手を打たなければならないという見解では完全に一致している。こうして，

明経典作家”マルクスが予言していたという，公有制樹立後に新たに「個人的

所有をつくりだす」乙とが再度想起されることになる。

II 経済体制改革と個人的所有制

1. 個人的所有制の合意をめぐって

今から百数十年も前に，社会主義明経典作家”マノレクスは奇しくも，社会主

義公有制を樹立した後， 「個人的所有制をつくりだす」 と述べている。これま

で中国では，その真意を探る乙とは「ゴーノレドバッハの予測」流の難題と言わ

れ一般に敬遠されてきたが，こと最近，さまざまな観点から活発な論議が交さ
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れている。とこではまずその一部，とくに前述の徐と張の二つの公有制観，及

びその公有制と個人的所有制の関係を明らかにする上で必要と思われる箇所を

紹介する。

(1) 消費財の個人的所有制なのか？

くYes）；公有制も個人的所有制もともに，資本主義的私有制を廃したのちに

成立する。前者が勤労者全体による生産手段の獲得（＝取得，占有〉であるの

に対し，後者は勤労者個人による，その生産手段を控除した残りの消費手段の

獲得である問。その根拠は次の通りである。

「社会的所有にはいるのは土地その他の生産手段であり，個人的所有にはい

るのは生産物，すなわち消費対象である」（『反デューリング論』）17)

「気分をかえるために，共同の生産手段で労働し自分たちのたくさんの個人

的労働力を自分で意識して一つの社会的労働力として支出する自由な人々の結

合体〈＝社会主義社会〉を考えてみよう。……この結合体の総生産物は，一つ

の社会的生産物である。乙の生産物の一部分は再び生産手段として役だっ。そ

れは相変わらず社会的である。しかし，もう一つの部分は結合体成員によって

生産手段として消費される。したがって，それは彼らのあいだに分配されなけ

ればならない。」（『資本論IJ) 1s> 

くNo）；社会主義社会でなぜ消費財の所有がとりたてて問題にされなければ

ならないのか。もともと消費財は消費される前に個人に分配されるもので，そ

れは生産の結果に過ぎず資本主義にも存在している。消費財に独立した所有な

り所有制度を認める乙とはできないし，またその獲得に社会形態的特徴を認め

ることもできない19)0 

(2) 生産手段の所有制なのか？

この設聞に入る前に次の引用を見てお乙う。

女「資本主義的生産様式から生まれる資本主義的取得様式は，したがってま

た資本主義的私有も，自分の労働に基づく個人的な私有の第一の否定である。

しかし，資本主義的生産は，一つの自然過程の必然性をもって，それ自身の否

定を生みだす。それは否定の否定（＝社会主義社会〉である。この否定は，私

有を再建しはしないが，しかし，資本主義時代の成果を基礎とする個人的所有
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（独 individuelleEigentum，芙 individualproperty）をつくりだす。すなわ

ち，協業と土地の共有と労働そのものによって生産される生産手段の共有とを

基礎とする個人的所有をっくりだすのである。」（『資本論I』）20)

この引用文は，最初から「……第一の否定である。」までの前段落とそれ以

降の後段落から成る。前段落では資本主義的生産様式と取得様式が確立するま

での過程，すなわち自己労働を基礎とする個人的小私有が資本主義的生産様式

と取得様式に取ってかわられる過程が述べられ，ととでは勤労者は自己の労働

手段を失い賃労働者に，資産階級が収奪者になる。後段落ではまず，生産手段

の性質が変わる乙と，すなわち個人取得の労働手段から勤労者が共同して取得

する社会的生産手段に変わらざるをえないとと，そして乙のような取得対象の

変化が資本主義的生産の「自然過程の必然性」であり，「資本主義時代の成果」

であると述べられている。

では，設聞に戻ろう。

くYes）；個人的所有制は「否定の否定」中の2番目の「否定Jの帰結であり，

それはより高いレベルでの原点復帰を意味する。すなわち，原点が「自分の労

働に基づく個人的な私有」という生産手段の所有制であるからには，帰結も同

じく生産手段の所有制ということになる。また，「否定の否定」のあと「生産

手段の共有とを基礎とする個人的所有をつくりだすのである」から，それは公

有制を言い換えたものである。すなわち，個人的所有制＝（社会的〉生産手段

の所有制＝〈生産手段の〉公有制である21¥

くNo）；「資本主義的生産様式から生まれる資本主義的取得様式」からも伺え

るように，個人的所有制は生産様式ではなく生産物の取得様式の範鴎に属す問

題ではないのか。また， 「生産手段の共有」から，個人的所有＝生産手段の所

有制＝公有制といった解釈を引き出すのでは，個人的所有制それ自身の独立し

た概念，意義を脱落させるばかりか，それでは敢えて個人的所有制という用語

を用いる必要はないし， また論理的に， 「生産手段の共有（＝公有？〉とを基

礎とする個人的所有（＝生産手段の公有？〉をつくりだすJといった同義反復

に陥るのではないか22）。

(3) 「万人による生産手段の私有制」なのか？
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くYes）；私有制には，一部の人聞による私有制と万人による私有制があり，

前者は廃絶されるが，後者の生産手段の私有制は否定されない。そもそも個人

的所有制は，勤労者の地位を真に変えるという意図より生じ，それはあらゆる

社会成員が社会的生産手段の所有者となる新たな私有制である23）。その根拠は

次の通りである。

「共産主義は廃止された私的所有の肯定的な表現であり， さしあたりは普遍

的な私的所有である。……それは，私的所有として万人によって所有されえな

いものはことごとくぷちこわしてしまおうとする。」（『経済学・哲学手稿』）24)

「コミューンは， 多数の人間の労働を少数の人聞の富と化する，あの階級的

所有を廃止しようとした。それは収奪者の収奪を目標とした。それは，現在お

もに労働を奴隷化し搾取する手段となっている生産手段，すなわち土地と資本

を，自由な協同労働の純然たる道具に変えることによって，個人的所有を真実

にしようと望んだ。」（『フランスにおける内乱j)25)

くNo）；個人的所有制を私有制とする観点は，私有制にどのような解釈を加

えようとも閉経典作家”の本意とは異なるのではないか。というのは， i ) 

近代的工場制度下での社会化された大規模生産が，生産手段に対しあらゆる私

的占有を否定し社会的共有（公有〉を要求する， ii）私有制が階級を生み，

階級闘争の根源であり，それを否定した未来社会は階級が消滅した社会と考え

られていたからである。また，〔貴引用文〕の帰結は協業と生産手段の公有制

だから，もし私有制の論点から表せば， 「協業と生産手段の公有制とを基礎と

する私的所有をっくりだす」ということになり，明らかに不自然である26)0 

(4) 労働力の個人的所有制なのか？

との設聞に入る前にまず次の引用を見ておこう。

「資本主義的生産様式は，物的生産諸条件が資本所有と土地所有というかた

ちで働かない者のあいだに分配されていて，これにたいして大衆はたんに，人

的生産条件すなわち労働力の所有者にすぎない， ということを土台にしてい

る。」〈『ゴータ綱領批判』）27)

「労働力の所持者が労働力を商品として売るためには，彼は，労働力を自由

に処分するととができなければならず，したがって彼の労働能力，彼の一身の
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自由な所有者でなければならない。」（『資本論I』）28)

くYes）；「資本主義的生産様式から生まれる資本主義的取得様式」に見られ

る通り，生産様式とは，生産手段（Pm）と労働力（A）との組み合わせによっ

た生産条件であり，そとから生まれる取得様式は当然その条件を保証するはず

のものである。物的生産条件が生産手段の所有制であるからには，人的生産条

件が労働力の個人的所有制である。また， 「協業と……生産手段の共有とを基

礎とする個人的所有をつくりだす」中での「共有Jは，労働者による生産手段

に対する全体所有制という乙とであり，すでに分配済みの生産手段に対し未分

配の労働力を個人的に所有するととである加。

くNo）；；資本主義社会での労働力商品の問題は，「否定の否定」によってすで

に消滅した問題ではないのか。閉経典作家”の説く個人的所有制とは，「労働力

商品Jというものが勤労者個人の占有に帰すことではなく，主体的「労働その

もの」が勤労者に帰するとと，すなわち勤労者自身の労働に対する自主性の確

立である制。

(5) 結合体成員による，社会的な個人的所有制なのか？

くYes）；明経典作家”は， 「資本主義的所有はすでに集団的生産様式の上に

立脚しているので，社会的所有に転化するほかはない。」（『「オテーチェストヴ

ェンヌィエ・ザピスキ」編集部への手紙』）31) と述べているが， 乙のことは次

の株式会社に関する引用とも符合する。「株式会社では，機能は資本所有から

分離されており，したがってまた，労働も生産手段と剰余労働との所有からま

ったく分離されている。このような，資本主義的生産の最高の発展の結果乙そ

は，資本が生産者たちの所有に，とはいってももはや個々別々の生産者たちの

私有としてのではなく，結合された生産者である彼らの所有としての，直接的

社会所有としての所有に，再転化必然的な通過点なのである。それは，他面で

は，これまではまだ資本所有と結びついている再生産過程上のいっさいの機能

が結合生産者たちの単なる機能に，社会的機能に，転化するための通過点なの

である。」（『資本論IIIJ) a2> 

すなわち，個人的所有制は，社会的所有を基礎とした，結合体成員による個

人的な所有で，その典型的形態が株式会社制度である却。
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くNo）；「あらゆる個人」と「個々の個人」とが混同されているのではないか。

引用文中の「結合された生産者」とは，結合された生産者個人ではなく，結合

された生産者の集合（原文でも複数形，独 assoziierterProduzenten，英 as-

sociated producers）であって，その財産は生産者個人の財産ではなく，生産

者全体の財産である。個人的所有制は結合した明社会個人”の所有制であり，

「孤立した単なる個人的所有制」ではないω。

(6) 個人的財産権の確立なのか？

くYes）；個人的財産は現実に， 勤労者の保険・リスク負担基金として就職，

転職，休職，失業，教育，余暇活動などに必要不可欠であり，勤労者の個性を

自由に発揮するための物的必要条件となっているoそしてそれを財産権として

認めることは，財産権一般の確立の基礎となり，市場を通じた資源の合理的配

置にもつながる。つまり，それは無限な人的資本の差異性，個人の機会コスト

と社会コストとの聞の差によるもので，個人の選択はいかに完全な集団の選択

でも置き換えることはできない35¥

くNo）；個人的財産権の確立は国有の生産手段を個々人に分散し，私有制の

復活につながるのではないか。とくに個人が株式，社債を購入することは，企

業家層の経営を期待，助長するだけで，広範な勤労者の主人公としての積極性

を促すものではない。個人的所有制とはあくまで「共有」に基づいた公有制で

ある加。

(7）現段階の個体経済なのか？

くYes）；公有制の枠内でのく個別農家請負制〉や公有制の周囲に出現した

く個体労働者の各種経営活動〉など， 個体経済は実際に，社会主義公有制を基

礎とする「個人的所有」という成果をつくりだしている37)0 

くNo）；経済体制改革のなかで生じている個体経済を明経典作家”が提起し

た個人的所有制と同一視することはできない。というのは，それが i ）実質

的に小私有制で， 利益面で排他性を有し， ii）全生産手段を社会的共有に付

すものではなく，ごく少量の生産手段を限られた生産者個人の所有に帰してい

るからである制。
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2. 社会的な個人的所有制

かつで，正統的な社会主義経済理論では，資本主義と社会主義とを区分する

最大の基準は私的所有制の有無であり，また資本主義の各種矛盾を取り除く特

効薬は「収奪者への収奪」によった公有制とされてきた。しかし，社会主義明経

典作家”が，私有制を本当に否定じていたのか，そじて中国で見られるような，

生産諸力の増大に結びつかない，ノレーノレ違反の公有制を提唱していたのかとい

う点は疑問である。乙うした疑問に答えるだめに，ここで]t1，＇の諸説の関係、

を整理しておく。

すでに（3）中で見てきたように，私有制は，社会的生産手段が全社会成員の

手にあるく万人による私有制〉とく一部の人聞による私有制〉とにわけられる。

実は，との二つの私有制が，先に述べた，徐，張の両氏による，二つの公有制

観一一く公有制：結合体全成員（万人〉による私有制〉とく公有制：万人の私

有を禁じた明無人所有制”， 国家所有制〉とを生じさせていたので、ある。そし

て，この二つの公有制観，とくに前者がさまざまな個人的所有制説を生む母体

となっている。

まず，（3)(4)(5)(6）中の肯定意見であるが，それらはすべて徐に見られたく私有

制，公有制〉観を基礎に展開されている。すなわち，万人の私有制観では，

「否定の否定」後の個人的所有は同時に社会的な所有であり，その社会的な所

有を制度として確立するには，勤労者個人による自己の労働力の自由な販売権

を認めることや，勤労者個人の財産権を基礎とする財産権一般の確立が必要と

なり，株式制度がその典型的形態ということになる。こうした理論的展開は，

折りからの国営企業の請負制， リース制の限界そして株式化への模索という現

実なくしては考えられない乙とであった。

しかしながら，それらが果たして，社会主義明経典作家”の唱えたところで

あったかは疑問である。確かl乙， m経典作家”は，共産主義の特徴を「所有一

般」の廃止ではなく， 「ブノレジョア的所有」の廃止とし，勤労者自身がかせぎ

だす財産の所有を認めていたし，それがあらゆる個人的な自由，活動，独立の

基礎であるとも述べている。ただし同時に，工業の発展がそうした小市民的所

有，小農民的所有を廃止し，現実，社会成員の大多数にとって私的所有は廃止
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されているとも述べている（『共産党宣言』）39）。すなわち，小商品生産者個人

の私有制はこれまで現実に，社会経済形態の付属で，独立した経済的地位を築

くととはできておらず， 「万人による私有」を基礎とした理論的展開は空想の

域を出ないものと言わざるをえない。また， m経典作家”は， 『（共産主義社会

では，）平等は等しい尺度で， すなわち労働で測られる点にある」（『ゴータ綱

領批判』）40) とも述べ， 勤労者が各自別々の所有権で別々の収益をあげること

を提唱してはいない。さらに， ”経典作家”の説く個人的所有制が個人的財産

権の確立であるとする論者には，次の間いが答えられないままである。 Q1; 

もしも個人の財産権が均等ならば，財産権におうじた収益分配という乙とは問

題にならないのではないか？， Q 2；もしも物的刺激のために個人の財産権を

不均等lとするならば，私有財産の必要性，生存競争の存在，共産主義の未到来

認めているのではないか？

次に，（2）中の肯定意見であるが，それは張に見られたく私有制，公有制〉観

を基に展開されている。すなわち，個人的所有制＝生産手段の公有制説によれ

ば，「否定の否定」後の個人的所有制は， 旧経済体制に欠けていた，経済責任

制， 独立採算制といった管理制度と結びついた， 「本来あるべき」生産手段の

公有制に復帰させることであった。乙の見解は一見したととろ閉経典作家”の

述べた個人的所有制に近いように思えるが，やはり大きな隔たりがあると言わ

ざるをえない。というのは， m経典作家”は，公有制を条件あるいは手段ある

い土台として考えてはいたが，終始一貫してそれを目的としてはいなかったか

らである 0 tt経典作家”がまさに，「労働そのものが第1の生命欲求になったの

ち，個人の全面的発展lとともなって，またその生産力も増大し，協同的富のあ

らゆる泉がいっそう豊かに湧きでるようになったのち，そのときはじめてブル

ジョア的権利の狭い限界を完全に踏み乙之るととができ，社会はその旗の上に

こう書くことができる一一ー各人はその能力におうじて，各人はその必要におラ

じて f」（『ゴータ綱領批判』）41) と述べている乙とからも明らかなように，「否

定の否定」後の目的は，公有制そのものではなく，「個人の全面的発展」であ

る。

最後に，（7）に見られた肯定意見，すなわち個体経済を個人的所有制とみなす
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見解であるが，それは成果を第ーに考え現実的とは言うものの，個体経済は明

らかに，万人の私有制ではなく，一部の人間の小私有制であり，ゆえに公有制

の外部にあり，とても「否定の否定」後の個人的所有制とは言えない。

3. 個人の全面的発展

乙れまで，経済体制改革のなかでの現実をもとに， m経典作家”が説いた

「個人的所有をっくりだす」ととの真意を探ってきた。最後に，筆者はそれを

F個人の全面的発展」で以て一応の結び、にかえたい。

そもそも資本主義的私有制が，「単純な関係でも， また抽象的な概念でも，

原理でもなく，ブルジョア的生産関係の総体である」（『道徳的批判と批判的道

徳』）42）からには，社会主義的公有制も社会主義的生産関係、の総体であるはず

である。ゆえに，「協業と……生産手段の共有とを基礎とする個人的所有をっ

くりだす」ということは，公有制という生産諸関係をつくりだすととの別表現

であり，公有制の他に，二元的に「個人的所有をつくりだす」乙とではない。

閉経典作家”自身，資本主義的生産様式の消滅する状況を次のように述べて

いる。

『との章〈＝フランス語版『資本論』第32章）の最後に，乙の〔資本主義的〕

生産の歴史的傾向が次のように要約されています。すなわち， 乙の生産は，

「自然の転変を支配する不可避性をもって， おのれ自身の否定をみずからうみ

だす，Jとの生産は， 同時に社会的労働の生産諸力とすべての個人的生産者の

全面的発展とに最大の飛躍をもたらすことによって，新たな経済秩序の諸要素

をみず、からっくりだした，また，資本主義的所有は，事実上すでに集団的生産

様式の上に立脚しているので社会的所有に転化するほかはない，ということが

それであります。』（『「オテーチェストヴェンヌィエ・ザピスキ」編集部への手

紙』）43)

この引用からも明らかなように，生産諸力の増大と個人の全面的発展がペア

ーになって，社会的所有はっくりだされ十る。つまり生産諸力の立ちおくれた現

段階の公有制は時期尚早な制度と言わざるをえず，公有制経済のなかに私有制

の痕跡が存在しでもなんら不思議はない。現在公有制企業で実施されている，
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請負制，リース制，株式制といった各種経営責任制は，現実のなかで確かに，

一定の成果をあげてきたが，それは現段階の生産が生産諸力の水準に合致して

いるだけのζとで， それを以て置接，社会的所有制と解釈する ζとはできな

も、。

要するに，個人的所有制は，社会的生産力を高め，勤労者個人の全面的発展

を可能にする社会的所有制で，発達した社会主義社会での所有制度である。そ

とでは，生産手段の公有という問題は，すでに所与の土台として意識されなく

なっており，当然く生産手段の公有制→生産力の増大〉という公式ではなく，

自由な人々のく個人の全面的発展＝生産力の増大〉が公式となっている。最後

に，これまでの内容を簡単な表に整理し振り返っておく。

＼ 病！日体根制の 議室具体 廃絶〈公さ有れ制る私観有〉制
個人的所有制

目的 ｜条件 ｜ 諸説

ど｜黙のI進株式化叶｜制部（万の人人間の私有〉有｜｜物b質、生：mxl公欄［im偽）同
張など［E理の欠｜部品長［；：：錯す万｜党諮問公判凶
マルクス｜ － ｜ ［：；：：宗善計1巾銭錨｜公欄｜－

おわりに

78年末にはじまった経済体制改革の軸は，価格の改革と所有制の改革とのこ

つである船。前者は従来の計画経済の下での生産物を市場経済の下での商品に

かえるための新たなJレールづくりで，後者はその商品を如何に量的，質的に十

分生産してゆくかをめぐっての人間関係，社会関係づくりで，本稿での対象で

あった。いずれにせよ， 経済体制改革の最大の課題Ii，喫民以食為天，衣食足

而后知柴辱”という諺にも見られる通り， 11億勤労者およびその家族の物質

的，文化的生活への欲求を如何に十分に充たすかであり，労働の場での勤労者

個人の全面的発展ああいは自己実現といった社会主義本来の理想はまだまだ先

のととである。とうした理想、と現実との隔たりが生じたゆえんは，つまるとと
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ろ生産力の低さにある。

その生産力の増大を果たすために，新興の経営テクノクラートは，現段階で

は多元的所有による，公有制経済の株式化ならびに財産権一般の確立以外に方

法はないと主張するのであるが，乙のととは実質的な公有制企業の一元的所有

者，経営者としての党官僚にとって，既得権益への侵害を意味し，当然かれら

は，請負制， リース制の管理徹底に固執するととになる。乙うした二つの階層

の葛藤を通じて， 明経典作家”の説いた社会主義的公有制樹立後の個人的所有

制創建が再度想起され，そしてそれは互いの立場に有利なように加工されてい

る。

確かに，中国での個人的所有制に関わる諸論議は， m経典作家”の説いた理

想からではなく，中国の現実から生じてきたもので，理想と現実あるいは抽象

と具体とを混同したもののようにも思える。しかし筆者には，それらがあくま

でも生産諸力の増大を目的としたものである限り，当然遅かれ早かれ，労働の

場での勤労者個人の自己実現，消費財生産を基調とした産業構造への転換，合

理的資源配置そしてそのための勤労者民主制といった問題にも直面するわけ

で，一概にそれらを単なる謬論として切り捨て，現段階の公有制と将来の個人

的所有制とを切り離すとともできないように思われる。
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